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１． はじめに
２１世紀に入り技術革新や市場の変化，さらにデジタル・ネットワーク
化は想定を大幅に上回るスピードと規模で進展している。不断かつ動的，
劇的な世界の環境変化の中で，企業は対応に苦慮している。従来の，建物
・製造設備などの設備投資を要する有形財産から，ブランドや特許権とい
う企業の価値を生み出す無形資産としての知的財産（知財ともいう）に，
企業経営の力点が移りつつある。企業経営における知的財産の位置づけが
高まり，企業経営のコンセプトの転換が進んでいるといえよう。
知的財産が注目される背景には，経済活動のグローバル化が進展する中
で，「企業経営のあるべき姿」「企業価値の意味」が問い直されていること
があげられる。我が国における近年の構造改革は，国際性ある自己責任原
則と市場原理に立脚する自由な経済社会を目指したが，欧米流の短期的利
益重視の風潮により，企業は様々な部分でスリム化を余儀なくされた結果，
企業の社会性はゆらぎ，信頼や理解という社会的資本 (social capital) の欠
如が指摘されている１）。その後，日本型経営に対する再評価が進められる
過程で，持続的な価値創造の源泉となる知的財産の重要性が認識されるよ
うになった。
今日，「知識経済」や国家の魅力を競う時代にあって我が国が国際経済
社会の中で競争力を維持し発展を続けていくためには，イノベーションや
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コンテンツ・ブランドを経済成長の原動力とし「魅力ある日本」を実現し
ていくことが必要である２）。
我が国として，世界に先んじた知的財産戦略を基礎に新たなビジネスモ
デルを主導的に構築し，内外のリソースを積極的に活用しつつ海外では真
似のできない基礎技術やコンテンツの創出拠点としての地位を確立し，グ
ローバルな事業展開を通じてアジアを始め世界のイノベーションにつなげ，
また国際的な課題への取組に中心的役割を果たして世界をリードしていか
なければならない。
コンテンツの分野においても，ネット上でのコンテンツの創造や流通を
促進するための法制度や契約ルールが確立していないことや知的財産制度
が急激な技術革新に柔軟に対応できるものになっていないこと等を背景に，
デジタル・ネットワーク環境の利点をいかしたビジネスモデルの構築に遅
れをとっている。また，マンガ，アニメーションを始めとする日本のコン
テンツが海外で高い評価を得ているにもかかわらず，海外売上高に占める
割合が我が国は２％にとどまっており，海賊版として出回っているコンテ
ンツを正規のビジネスに転換できていない。知的財産立国を目指す日本に
おいて，私たちはクール・ジャパン (Cool Japan) として世界で評価される
自国の文化，商品，サービスを再発見する必要があり，今後，アートとビ
ジネスの両面を備えたプロデューサーの活躍と育成が一層期待されよう。
本研究では上記の環境を踏まえ，企業の知的財産戦略および知的財産評
価の意義と課題について，東京都，神奈川県に拠点をもち創造的な成果を
あげている中小・ベンチャー企業に焦点をあて，インタビューを含む調査
を行う。そして，これら中小・ベンチャー企業のうち，特に３社に関する
ケーススタディを通して，大企業との差異をふまえながら中小・ベンチャ
ー企業の知的財産戦略と知的財産評価の検証を試みるものである。
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２． 我が国の知的財産政策
我が国の内閣官房・知的財産戦略本部では「知的財産推進計画」を通し
て，最先端の研究開発（創造），制度構築（保護），市場開拓（活用）の実現
に向けた「知的財産フロンティアの開拓」への取組を強調している３）。
我が国の知的財産政策は，まず，フェーズⅠとして，知的財産の保護と
発明等の奨励を掲げている。そして，フェーズⅡとして，創造・保護・活
用という一連の知的創造サイクル，及び知的財産戦略・事業戦略・研究開
発戦略の連携からなる三位一体の経営の確立を掲げている。そのうえで，
フェーズⅢとして，人材・顧客ネットワーク・組織力・知的財産・ブラン
ドなどの知的財産と資金・設備などの財務資産が有機的に結びついた知的
財産経営による持続的利益と企業価値の創造を意図した知的財産経営報告
を掲げている。
政府による知的財産経営に関する比較的最近の取り組みとしては，２００５
年５月に閣議報告された「基本方針 2005」の中で，知的財産経営の開示
と管理の方針を策定し知的財産経営報告書としての開示を促すことが示さ
れている。２００５年６月には経済産業省により「新産業創造戦略 2005」を
策定され，また，内閣官房・知的財産戦略本部により「知的財産推進計画
2005」が決定され，これ以降に知的財産経営の促進等につき検討を行う
こと，知的財産経営開示ガイドラインの策定を行うことが示された。
そして，これ以降，世界最先端の知的財産立国を目指すことを目標に知
的財産戦略本部により「知的財産推進計画」が決定され，毎年更新されて
今日に至っている。知的財産の推進は，まず国家レベルで，次に企業レベ
ルで検討することになる４）。
３． 戦略経営の登場
上記の環境を背景に，従来の競争戦略の理論をさらにダイナミズムを有
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する戦略論へと発展させるには，M. ポーターの静態的なポジショニング
戦略を，ダイナミックなポジショニング戦略に組み替えること，そして，
J. バーニーをはじめとする資源論 (RBV) が指摘する組織能力をダイナミ
ック・ケイパビリティ (Dynamic Organizational Capability) へと転換させるこ
との２点を再構成する必要があると考えられる５）。不確実な環境下でも見
いだされ得る法則性を捉えて対処する「ダイナミック戦略論」，ダイナミ
ック・ポジショニング論が新たに提起されている。BCG（ボストンコンサ
ルティンググループ）マトリックスと BP（ビジネス・ポートフォリオ）マトリ
ックスを組み込み，最も適合的なポジショニングをダイナミックに行って
いく考え方等である。
これらを踏まえると，我が国の企業は環境変化への適応ないし先取りの
ために３つの適切な戦略を選択・転換する。第１に，企業成長のための全
社的資源配分である企業戦略 (corporate strategy) である。第２に，産業部
門内での競争優位 (competitive advantage) を獲得するための事業戦略 (busi-
ness strategy) である。第３に，組織，人材開発，研究開発，マーケティング，
金融・財務，管理会計，法務等々の経営機能に関わる機能戦略 (functional
strategy) である。この３つの戦略は総合的に展開することによって企業の
存続・成長が実現してゆくのであり，この総合的な戦略展開，すなわち戦
略経営 (strategic management) が今日求められている。今日，企業の進出，
撤退，合併・買収 (M&A) などによるビジネスの組み替えが好業績をもた
らすためには，戦略経営は不可欠であり，要件となろう６）。
企業家はイノベーションを行うことによって，資源を創造する。企業家
は価値と満足を創造し，新しいビジョンのもとに既存の資源を組み合わせ
る。イノベーションの体系は，変化に関する方法論である。ドラッカーに
よれば，イノベーションには様々な機会があり，それは予期しない成功・
失敗の生起，ギャップの存在，ニーズの存在，産業構造の変化，人口構造
の変化，認識の変化，新たな知識の出現であるという７）。
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優れた特色を持つ商品を売る巨大企業もイノベーションのジレンマ
(innovator’s dilemma) は起こる８）。イノベーションには従来製品の改良を進
める持続的イノベーションと，従来製品の価値と異なる全く新しい価値を
生み出す破壊的イノベーションがあるが，優良企業は持続的イノベーショ
ンのプロセスで自社の事業を成り立たせており，破壊的イノベーションを
軽視する。優良企業の持続的イノベーションの成果はある段階で顧客のニ
ーズを超えてしまい，顧客はそれ以降においてそうした成果以外の側面に
目を向け始め，破壊的イノベーションの存在感が無視できない力を持つよ
うになる。他社の破壊的イノベーションの価値が市場で広く認められた結
果，優良企業の提供してきた従来製品の価値は毀損してしまい，優良企業
は自社の地位を失う。
４． 知的財産戦略の位置づけ
企業における知的財産戦略は，すでに述べた企業戦略，事業戦略，機能
戦略の全てにつながるものである。すなわち，知的財産戦略は，事業戦略，
研究開発戦略とあわせて三位一体の戦略による経営，戦略経営が必要であ
る（図１）。知的財産は，技術，事業と一体であることを意味し，その価値
は事業の価値でもある。知的財産戦略には，技術と事業を第一に尊重する
姿勢が不可欠である。ライセンスを実施する場合であっても，財務的に査
定する場合であっても，基本的に事業収益が評価の基礎となる。知的財産
事業戦略 研究開発戦略
知的財産の活用 企業戦略 知的財産の創造
B （経営戦略での三位一体） C
A
知的財産戦略
知的財産の保護
D
図１ 事業戦略・研究開発戦略・知的財産戦略の三位一体
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部門の責務は，事業推進という共通目標に向かって，研究開発部門，事業
部門と三位一体で協調・連携することである９）。
近年，デジタル分野を中心とした世界レベルの研究開発，中国・韓国・
台湾といった東アジア諸国・地域の急速な追い上げ等を背景として，我が
国企業における知的財産戦略にも変革が生じている。その結果，企業の知
的財産部門も，従来の出願・管理重視から経営戦略そのものに沿った活動
（特に事業部門，研究開発部門との連携）に機能強化されている。またバブル
経済崩壊以降，事業の選択と集中が加速する中，知的財産権を核とした新
たな研究開発テーマの選定，事業活動の方向性の決定がなされる企業も増
えている。さらに，従来の「守り」から「攻め」への転換により，エンフ
ォースメント（enforcement，法適用による犯罪取締まり）強化策として，知
的財産部門と法務部門との連携も強化されてきた。
知的財産戦略の中核は長期的視点に立った「協調と競争」ともいえよう。
技術と特許が複雑・複合化する中では，包括的なクロスライセンス（cross
license，相互使用特許権）は合理的な選択と言える。技術の活用の点では協
調し，技術の創造・革新，事業展開では競争する。この本質は，知的財産
を創造，保護，活用する環境が変化しても不変である。「協調と競争」と
いう考え方は，企業間だけでなく産学公連携にも当てはまる。企業と教育
機関の間の連携には大きな可能性がある１０）。
最後に，知的財産に関するマネジメントは，MBA (management of busi-
ness administration), MOT (management of technology), MIP (management of
intellectual property) と展開している。すなわち，戦略経営の解決すべき課
題は，事業から技術へ，そして技術からその中核にある価値・知的財産へ
と深化している。この３つのマネジメントの関係を十分に理解しなければ
ならない。
国による知的財産戦略が進展する一方で，企業の知的財産戦略は遅れて
いる。例えば，研究開発投資などのための特許マップは，自社のものは持
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っているものの，事業戦略と絡めて他社の特許を分析している会社はごく
少数である。成長戦略として M&A が急増しているが，その成功には知
的財産戦略が極めて重要になっている。
研究開発や事業化の効率化をめぐって，企業内の知識を中心として社外
の知識を利用しない従来の閉鎖的なイノベーションに対して，積極的に社
外に働きかける開放的なイノベーションが重要とみなすオープン・イノベ
ーション (open innovation)の概念が注目されている１１）。M&Aなどのオープ
ン・イノベーションを成功につなげるには，その意義や目的，位置づけを
戦略策定時までに明確にしておくことが不可欠である。しかし，多くの企
業がこれらを明確にしないまま M&A や技術導入した結果，失敗に終わる。
国の示す創造，保護，活用に検証・企画の過程も加え，MBA/MOT/MIP
の３つのマネジメントの理解と実践とあわせて，知的財産の戦略における
位置づけを明らかにすることは，企業にとって重要な課題であろう１２）。
５． 知的財産評価の意義と課題
５－１ 発明と特許
特許とは，特許法により特許権という排他的独占権を与えるものであり，
特許を受けるためには，特許法で定める「特許を受けることができる発
明」の条件を満たさなければならない。その意味で，全ての発明が特許を
受けられるわけではない。特許を受けることができる「発明」であるため
には，いくつかの要件を満たさなければならない。
第一に，産業として実施できなければならない（特許法第２９条柱書き）。
これは，ただ単に学術的・実験的にしか利用できない発明では「産業の発
達」を図る特許法の目的が達成せられず，保護する価値がないことになる。
特許法における「産業」は，工業，鉱業，農業などの生産業だけでなく，
運輸業などの生産を伴わない産業も含む広義の産業を意味する。
第二に，特許を受けることができる「発明」は，従来にない「新しいも
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の」でなければならない（同法第２９条第１項）。
第三に，従来技術を少し改良しただけの発明のように，誰でも簡単にで
きる発明については，特許を受けることができない（同法第２９条第２項）。
第四に，我が国では，先に発明を完成した者にではなく，先に特許庁に
出願した者に特許を与える先願主義の立場をとる（同法第３９条，第２９条の
２）。この点では，先に発明した者に特許を与える先発明主義の米国とは事
情が異なる。
最後に，特許を受けるためには，他の人が理解できる程度に，発明の内
容を具体的かつ簡潔に明細書を作成する必要がある。また，特許を受けよ
うとする発明について，権利を求める技術的な内容を簡潔かつ明瞭に定義
しなければならない（同法第３６条，第３７条）。
なお，この他にも，国家社会の一般的な道徳や倫理に反する発明や，国
民の健康に害をあたえるおそれのある発明は，その他の要件を満たしてい
ても，特許を受けることができない（同法第３２条）。
５－２ 知的財産評価の経済的側面とその意義
経済学の理論では，同一の財が多数存在し，完全競争が成立している場
合には，市場において１つの財に対して１つの価格が決定する。しかし，
個別性の強い財や情報に偏りがある財の場合には，価格は１つには決まら
ない。市場相場がない多くの財（無形の財を含む）は，評価目的などを考慮
して初めて経済的な評価が可能になる前提が整う。これは土地，非公開株
式だけでなく知的財産においても同様である。
また，このほかにも職務発明の対価，売買・ライセンス，研究開発，知
的財産担保融資，IR（投資家向け広報）活動などに関して，知的財産の評
価がなされる場面が多々存在する。
最近では，次世代（新）エネルギー開発の技術についての評価も行われて
いる。太陽光発電，燃料電池などは次世代の省エネルギー型自動車の動力
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源や家庭向けコージェネレーション (cogeneration) 用途に実用化が期待さ
れ，１９９８年以降，特許出願が急激に増加している。次世代エネルギー，
燃料電池システムの知的財産の側面に注目し，その技術的，経済的な価値
評価を試みることになる１３）。評価対象別に，知的財産の経済的評価の方法
と基準が確立することは急がれる課題となろう。
特許の価値は，基礎となる技術の商品化が決め手であり，発明はこれを
具現化し，実現可能となり販売できる製品に統合されてはじめて利益を期
待できる。特許の価値判断，評価法は従来から研究されている。チルキー
に従えば大きく５つの方法があるとされる１４）。
（１）ディスカウント・キャッシュフロー（割引現在価値法：DCF）アプロ
ーチ
比較的簡単な評価方法であり，企業の特許ポートフォリオ価値を示し，
広く受け入れられている。
（２）取得原価アプローチ
伝統的な方法であるが，コストは潜在的な価値を反映しないので問題
が多いとされる。
（３）市場原理アプローチ
客観的な方法であるが，現実には特許に関する市場がない。
（４）特許マネジメント・アプローチ
特許の更新データに焦点を合わせたアプローチであるが，事後分析が
基本になっているので，事前に特許価値を予測することができない。
（５）リアルオプション・アプローチ
最新の技術を駆使している。一般に認められて適用される段階にはま
だ時間を要すると思われる。
知的財産評価は，一般の資産評価の手法と同様の手法が基本である。た
だし，評価の場面，評価者の立場によってさまざまな変数，条件が加わり
詳細な手法は多様化することに留意しなければならない１５）。例えば，上記
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のうち最も現実的手法とされる DCF 法では，金融，研究・技術，マーケ
ティングの各分野の関係者が参加して評価することになる。
５－３ 知的財産評価の課題
（１） 評価の相対性
知的財産評価は知的財産戦略と表裏一体のものである。知的財産評価の
難しさの原因としては，①技術の変化，権利範囲の変化 ②特許件数と価
値の不一致 ③特許対象による変動 ④特許の不確定性 ⑤オープン・イ
ノベーションの影響 などがあげられる。
知的財産は評価者の立場によって，知的財産の価値は大きく異なる。例
えば，特許権の発明者，特許権を担保として融資する金融機関，特許権の
使用に対価を支払うライセンシー，彼らの立場や置かれている場面が多様
である。その結果，全員の評価額は異なると予想される。異なる立場の人々
が合意して取引が成立した価格が客観的な価値といえるが，知的財産につ
いては取引のための市場が未発達であり，取引が成立してもその内容が公
開される機会が少ないため，現状において価値評価の完成は困難である。
（２） CIPO の育成
知的財産が経営上の重要課題になることにともない，先進企業では最高
知的財産責任者 (Chief IP Officer: CIPO) という役職を設けて，知的財産経
営を強化する傾向にある。知的財産経営を統括すべき CIPO に必要な能
力としては，以下があげられる。
第１は，知的財産を事業の観点から見る能力である。他の部門と密接に
協調して事業の成功を最優先目標にしなくてはならない。事業が成功した
場合や事業化がスムーズに進展した場合，そのうちの一定の割合を知的財
産部門の貢献として評価すべきである。また，この貢献に基づいて発揮さ
れる競争力こそが，企業にとって真の知的財産の価値である。ロイヤルテ
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ィ収入，訴訟で勝ち取る賠償金などは一時的な収益であるのに対し，知的
財産部門は，長期的にその企業が持つ技術・事業の発展に寄与する。
第２は，知的財産創造サイクルにおける研究開発～権利取得～活用の３
段階すべてに対応する能力である。協働する研究開発部門，事業部門の業
務を理解し，各部門と考え方や目標を共有できなければならない。技術の
現場から営業活動まで，見渡せる目が必要である。知的財産については高
い専門性を持たねばならないことは言うまでもない。
第３は，知的財産創造サイクルの中核になりそのサイクルを回す能力で
ある。第２の能力を発展させる形で，知的財産戦略を構築し，自らが率先
して部門間の折衝・調整を図る姿勢が必要である。
労力，費用を要するが，CIPO の育成は企業にとって急がれる課題であ
ろう。
（３） 権利利化していない知的財産（営業秘密）の管理・保護
企業の中から生み出される無形の「知」を保護し，これを経営に十分か
つ効率的に活かすには，経営戦略に沿った明確なポートフォリオを組むこ
とが必要となる。研究開発の開始段階や研究成果が産まれた段階で，他社
特許や論文等の先行技術調査を必要とすることは言うまでもないが，合わ
せて特許権，意匠権，営業秘密，著作権等として形式化（知的財産権化）
した「知」の本質を理解することが，経営にとって最も重要な作業となる。
企業には営業秘密 (trade secret) など，「権利化していない知的財産」が
数多くある。その中には，機密性を優先して敢えて権利化していない技術
や事業要素が含まれ，概して中核技術に関わることが多い。営業秘密の管
理と保護は知的財産権のポートフォリオ構築にとって重要な要素であり，
各企業は知的財産戦略の中で十分に配慮し，これを徹底すべきである。特
にデジタル家電分野の場合，工場をブラックボックス化する，あるいは，
製造装置や製造方法に関する技術も極力特許出願しないことも一つの戦略
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となる。
営業秘密は，現在の法制度では主に不正競争防止法によって保護されて
いる。保護強化を求める企業の声も強まり，経済産業省は不正競争防止法
小委員会を設けて法改正を検討している。
欧米は，営業秘密の海外流出を防ぐ施策をすでに設けている。米国には，
輸出管理法，経済スパイ防止法などを通じて厳格な規定がある。国際競争
力を強化・保護する観点から，我が国においても同様の取り組みが必要で
ある。法の整備によって営業秘密の重要性を認識し，かつ尊重する企業姿
勢や従業員の意識を創り出すことは重要な課題となろう。
（４） 無形資産に関する会計基準の国際的収斂
米国では，２０００年に FASB（Financial Accounting Standards Board：財務会
計基準審議会）が SFAS（Statement of Financial Accounting Standards；米国財務
会計基準書）１４０，１４１号，１４２号を公表し，無形資産 (intangible asset) に関
する会計基準を変更した。これに伴い，技術など知的財産を対象とした企
業結合が実施された際には，その価値を算定して開示する１６）。
AICPA（米国公認会計士協会）は，研究開発活動のための企業結合の結
果，獲得した資産をどのように評価するかを示した best practice を，実
際に企業結合会計を適用する企業に向けて公表している。この公表資料は，
主にソフトウェア，電子デバイス，薬品産業を対象にしているがその他の
産業にも応用できるとしている。なお，この資料は AICPA の Web サイ
トから購入可能である。
我が国においても，２００３年１０月に企業結合に係る会計基準が公表さ
れ，２００６年４月１日以降開始する事業年度から適用されることになった。
この基準では，企業結合により「取得した資産に法律上の権利又は分離し
て譲渡可能な無形資産が含まれる場合には，取得原価を当該無形資産等に
配分することができる」と規定されている。
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M&A を成功させる知的財産戦略を考える場合，M&A における無形資
産評価に目を向ける必要がある。近年，各国の会計基準を一つにまとめる
国際的収斂 (convergence) の流れが加速しており，M&A によって取得した
無形資産の会計基準も，今後，大きく変わる可能性がある。取得した無形
資産に関する日本の会計基準と国際財務報告基準・米国会計基準の主な違
いは，①無形資産計上の強制性，②のれんの償却，③仕掛かり研究開発プ
ロジェクトの資産計上 である。このため，国際的収斂によって①無形資
産で計上要因を満たすものは「計上できる」（容認規定）から「計上しなく
てはならない」（強制適用）に，②のれんは「償却」から「非償却・毎期の
減損確認」に，③仕掛かり研究開発プロジェクトは「費用処理」から「無
形資産計上」に，それぞれ変更される可能性がある。
M&A で取得した無形資産の計上が強制適用になると，無形資産の評価
が M&A の課題としてクローズアップされる。取得企業は，被買収企業
が知的財産を含めてどのような無形資産を持ち，それらがどの程度，損益
に影響を与えるかを把握しておくことが，経営判断上，非常に重要な課題
となる１７）。
５－４ 知的財産評価の実践例－Ultra-Patent 特許検索の場合－
本研究では，Web サイトに掲載されている特許検索において算出・表
示される特許評価についてとりあげる。今日，特許検索はクリエイティブ
ワーカー（技術者・研究者，デザイナー等）の知的創造活動を支援するため
に必要不可欠な基盤といえる。ここでとりあげるのは，Ultra-Patent（ウル
トラ・パテント）サイトである。特許検索にはこれ以外に特許庁，astamuse
（アスタミューゼ）のサイト等も存在する１８）。
Ultra-Patent サイトの特許評価ではすでに公開されている特許情報を用
いて，８つの評価項目により全ての同種技術分野の特許と相対比較して当
該特許の順位を算出し，その等級基準により当該特許の評価等級（ランキ
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ングに相当）を決める。８つの評価項目とは以下の通りである。
（１） 参加発明者水準
特許の開発に参加した発明者の水準を評価する。発明者の水準が高いほど
特許の技術的価値が高い評価を得る。
評価数値：Ultra-Patent で提供する発明者評価から算出された各発明
者の等級平均
（２） 技術影響力
他の特許に比べて被引用度が高いほどその以後の技術に多くの影響を与え
たと判断することができる。技術影響力が高いほど権利範囲が広く，ライ
センスアウトの可能性が高くなる。
評価数値：被引用度＝（被引用回数）／（同年に出願された特許の平均
被引用回数）
（３） 技術持続性
特許がどの程度長い期間にかけて引用されたかを評価する。引用された期
間が長いほど技術の影響力が長く続いており，技術的価値の高い特許と判
断することができる。
評価数値：当該特許と被引用特許の出願年差の平均
（４） 市場性
ファミリー特許の数が多いほど広い市場を確保していると判断することが
できる。
評価数値：ファミリー特許数
（５） 技術集中度
技術集中度は，特許の併合出願，分割出願，継続出願などで関連のある特
許群の規模を評価する。関連特許が多いほどその技術に対しての研究活動
が多かったということと，当該企業がその技術に対して集中していること
を意味する。特許が属している特許群の規模が大きいほど当該特許は戦略
的に集中している技術分野に属していると判断することができる。
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評価数値：関連特許群の特許件数
（６） 新規性
引用した特許件数が多いほど類似の技術が多いと判断することができる。
引用特許が少ないほど新しい技術である確率が高くなる。
評価数値：引用した特許件数
（７） 出願人の権利獲得努力値
特許の審査過程での拒絶査定不服審判，審判請求及び早期審査など，出願
人が特許を登録するために傾けた努力の程度を判断する。
評価数値：拒絶査定不服審判，審判請求，早期審査可否
（８） 競合他社牽制レベル
登録過程で登録以後に競合他社または他の関連業界からの牽制レベルを判
断する。牽制が多いほど市場での影響力が高いと予想することができる。
評価数値：経過情報閲覧回数，提供情報，無効審判請求可否
各評価項目の等級は評点に換算され，各項目の加重値を掛けた結果を合
計して総合点を算出する。この総合点を全ての同種分野特許の分布から順
位を算出して等級が付与される。
評価等級はＡＡ～Ｃの８段階とし，以下の順位比率（上位％）等級で表
される。
また，各項目別の加重値は以下の通りである。
知的財産評価の相対性を考慮すれば，この評価方法はひじょうに意義が
あるといえよう。ただし，問題点もないわけではない。第１に，特許評価
が当該８項目で必要十分といえるか，また総合点を算出する場合の加重値
は妥当といえるか，などの指摘である。第２に，特許評価は同種同分野の
特許が一定数に達しなければ評価等級の算出ができないため，評価するの
に時間を要する欠点があることを了解しなければならない。第３に，当該
評価には特許権利者または関連企業及び個人の特殊な状況や市場現況など
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が顧慮されないため，場合によっては評価結果が使用者の予想とは異なる
危険性も否定できない。
６． 中小・ベンチャー企業の知的財産に関するケーススタディ
本研究では，２００９年から２０１１年にかけて東京都，神奈川県に拠点を置
く中小・ベンチャー企業５社に関して知的財産戦略の現状および保有する
知的財産の評価（本研究では特許の評価等級）を調査した１９）。以下に調査対
象，調査方法から順に述べる。
表２ 評価項目の加重値
評価項目 加重値
参加発明者水準
技術影響力
技術持続性
市場性
技術集中度
新規性
出願人の権利獲得努力値
競合他社牽制レベル
７
６
５
４
３
２
４
４
表１ 特許の評価等級
順位比率（上位％） 評価等級
上位 １％以内
上位 １％超過～３％以内
上位 ３％超過～５％以内
上位 ５％超過～１０％以内
上位 １０％超過～２０％以内
上位 ２０％超過～５０％以内
上位 ５０％超過～６０％以内
上位 ６０％超過
ＡＡ
Ａ＋
Ａ０
Ａ－
Ｂ＋
Ｂ０
Ｂ－
Ｃ
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６－１ 調査対象・調査方法
以下，５つの企業について調査およびインタビューを行った。
（１） 対象企業
㈱オプトデザイン，サンコースプリング㈱，英弘精機㈱，㈱三晃製作所，
福島電機㈱
（２） インタビュー実施時期
２００９年８月～２０１１年１月
（３） 調査方法
(a) 特許庁，帝国データバンク，その他 Web サイト等から基礎的な各
企業の会社概要，事業内容，発明・特許等の情報を収集する。
(b) 上記をもとに最初に用意した質問事項をもとにインタビュー調査
を行い，補足的に追加インタビューを行う，という各社で原則２回実
施する。
その結果，情報開示の制約や経営の繁忙等の理由から，㈱三晃製作所，
福島電機㈱については追加のインタビュー等の協力を得られなかったため，
本稿では，㈱オプトデザイン，サンコースプリング㈱，英弘精機㈱の３社
についてとりあげることとする２０）
６－２ ３社のケーススタディ
（１） ㈱オプトデザイン
オプトデザインは，１９９１年３月に東京都八王子市に創業し，それ以来，
“光を通して豊かな社会づくり”をめざし，エレクトロニクス商品の設計
・製造・販売に取り組んできた。小さな企業の大きな夢の挑戦のスローガ
ンのもと，最先端のテクノロジーの創設とクリーンな住みよい地球と豊か
な社会づくりに努力するとしている。
従来 LED の点発光を直近で面発光に変換することが要望され続け，
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様々な試行錯誤が行われてきた。弊社 UniBrite（ユニブライト）は，直下
型 LED フラット照明であり，フラッタと名づけた全く新しい革新的な技
術を開発し高輝度 LED との組み合わせにより，最小限の LED で均一な
光を実現した。フラッタとは，同社により開発された点光源を面光源に変
換する新光学部品の呼称である。その特徴は，フラッタをアレイ状に並べ
ることにより，高均一（９０％以上を実現／オプトデザインによる実測）な面照
明を実現したものである。
UniBrite の特徴は以下の通りである。
① メンテナンス不要な長寿命
LED 光源を使用しているため長寿命である。光源の交換の手間が不要
である。手の届かない高所の光源などに最適である。
② 省エネルギー
LED の点光源を高効率で面光源に変換することにより，LED を最小限
表３ ㈱オプトデザイン 企業概要 ２０１１．１ 現在
設立 １９９１（平成３）年３月
所在地 本社：〒１９２―０３６４ 東京都八王子市南大沢３－２－６－１０８
相模原オフィス：〒２５２―０１３１ 神奈川県相模原市緑区西橋本５－４－３０
さがみはら産業創造センター６０８
資本金 １０００万円
代表取締役 佐藤榮一
取引銀行 三菱東京 UFJ 銀行
事業内容 光学機器の設計・開発・試作，光学レンズ設計の請負，
光学機器の技術コンサルタント，各種「光工学」関連の開発
主要取引先 小糸製作所，小糸工業，クラリオン，アルプス電気，アルパイン本田技術研究
オムロン，パイオニア，PIAA，富士通研究所，ナイルス，ミツバ，ユーシン，
デンソー，スズキ，SUNX，ウシオライティング，オリンパス，シャープ，
日本ライツ，日本精機，日本電気，ソニー，リコー，日本板硝子，
コマツエンジニアニアリング，コニカミノルタオプト，日立製作所，
東レエンジニアリング，日本電信電話，東京工業大学，首都大学東京，
東北大学，北海道大学
（注） 同社 Web サイト情報，インタビュー情報より作成（以下，同様）。
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に減らし明るさを保持することで，蛍光灯に比べ省エネルギーを実現した。
③ 多様な LED に対応
配光角，波長，色温度などの異なる LED にも対応が可能である。
④ 自由なサイズ設定
大きさも自由自在であり，２００インチ以上にも対応が可能である。
⑤ 軽量
LED の個数，拡散板，プリズムシートなどの部品点数を減らせるため
非常に軽い。
⑥ 広範囲の用途
以下のように，用途は広範囲に及ぶ。
a．フラットパネル
b．ディスプレイ（液晶ディスプレイ，車載機器用ディスプレイ，屋外向け大
型ディスプレイ）
c．広告宣伝・レジャー（透過型看板，舞台用照明，アミューズメント機器）
d．自動車（自動車用テールランプ，自動車室内用照明）
e．交通（交通標識，案内板，駅名表示板・時刻表示，電車行き先表示車両内／
航空機内用照明）
f．建築・一般照明（壁照明，室内照明，卓上用照明，デザイン照明）
g．医療（手術用無影灯，シャーカステン）
h．流通（冷蔵ケース用照明，ショーケース用照明）
i．農業・工業（野菜栽培用，工場内目視検査用）
オプトデザインの経営トップは大手光学メーカー，オリンパス㈱の出身
であり，必須特許の複数取得と参入障壁の形成と第一投資者としての地位
保全に注力されている。また経営トップのネットワークを生かして知的財
産戦略，知的財産経営コンサルティングを積極的に推進している。
オプトデザインの保有する特許は，Ultra-Patent によれば３１件が確認
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できる。詳細は以下の通りである。
上記３１件の特許のうち，Ultra-Patent による評価等級が付与されてい
るものは６件あり，内訳は以下の通りである。
表４ ㈱オプトデザインの保有する特許 ２０１１．１ 現在
特許 ３１件 登録番号
面照明光源装置及びその面照明光源装置を複数配置
した面照明装置
照明装置
照明装置
照明装置
LED 基板，LED 照明ユニット及び LED 照明装置
面照明ユニット及びこの面照明ユニットを用いた面照明装置
箱組立体形成部材，箱組立体，この箱組立体を用いた
面照明光源装置及び面照明装置
光源装置およびこの光源装置を用いた照明装置
光源装置およびこの光源装置を用いた照明装置
光源装置，照明装置および表示装置
固体レーザー装置
レーザー発振装置
面照明光源装置及びこれを用いた面照明装置
面照明ユニット，面照明光源装置，および面照明装置
面照明光源装置及びこれを用いた面照明装置
面照明ユニット，面照明光源装置，および面照明装置
光学反射板，面照明光源装置，および面照明装置
光学反射ユニット及びこれを用いた面照明光源装置
面照明光源装置及び面照明装置
面照明光源装置及び面照明装置
プリント基板構造
小型レンズ
面照明光源装置及びこれを用いた面照明装置
ズームレンズ
撮像装置
小型レンズ
小型レンズ
照明器具
広角レンズ
干渉測定装置
照明装置
特開２０１０―２８２８５２
特開２０１０―２７７７２８
特開２０１０―２７７７２７
特開２０１０―２７２４４８
特開２０１０―２０５８５９
特開２０１０―２０５５１５
特開２０１０―１５３３７０
特開２０１０―１１４０６５
特開２０１０―０６７６００
特開２０１０―０６２１３８
特開２００９―２９０１５１
特開２００９―２１８４４６
特開２００９―１１０９７７
特開２００９―１１０６９６
特開２００９―０９４０８７
特開２００９―０３２５２５
特開２００９―０２６７０９
特開２００９―００４２４９
特開２００９―００４２４８
特開２００８―３００２９８
特開２００８―２８２８３０
特開２００８―１８０８７０
特開２００８―０２７８８６
特開２００７―１８７７３７
特開２００７―１５６３７７
特開２００６―３０８８４７
特開２００６―３０１２３０
特開２００６―１３４７０７
特開２００６―１１９３３１
特開２００３―０８３７１０
特開２００２―０５６７０６
（注） Ultra-Patent 情報により作成（以下，同様）。
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ここでは，３つの特許事例を紹介する。当該特許が解決を目指した課題，
当該特許が実際に工夫した解決手段，評価等級の順に述べる（以下，他の
ケーススタディでも同様である）。
① 面照明光源装置及びその面照明光源装置を複数配置した面照明装置
（特開２０１０―２８２８５２）
【課題】 輝度の低下を最低限に抑えつつ，大画面で均一な照明光を得る
ことのできる面照明装置を安価で提供すること。
表５ ㈱オプトデザイン 特許・評価等級
評価等級 件 数
ＡＡ
Ａ＋
Ａ０
Ａ－
Ｂ＋
Ｂ０
Ｂ－
Ｃ
１
１
１
３
（２０１１年１月時点）
図２ 出典：Ultra-Patent 情報（以下，同様）
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【解決手段】 点光源５と，点光源５が固定された内面側が反射性を有す
る底板部２及び底板部２の周囲に立設された内外面側が反射性を有する所
定高さの側板部３を備え，前記底板部２と対向する側が開口された箱型の
ハウジングと，ハウジングの開口を覆い，点光源からの光を反射及び導通
させる光導通反射部材４とを備えた面照明光源装置１と，開口を有し，面
照明光源装置１を複数個収容した内面側が反射性を有する収容ケースと，
収容ケースの開口を被覆する光拡散部材８と，を備えた面照明装置であっ
て，隣接する面照明光源装置１はそれぞれ互いに所定の距離 (L1) を隔て
て配置され，光拡散部材８は，複数個の面照明光源装置１のそれぞれの前
記光導通反射部材４から所定の間隔 (L2) を隔てて配置されている（図２）。
【評価等級】 等級は付与されていない。
② 光源装置およびこの光源装置を用いた照明装置（特開２０１０―１１４０６５）
【課題】 指向性の強い光源を用いても，照明範囲を集中させることなく，
適度に分散させて所望の照明エリアを設定して照明ができる光源装置を提
図３ 出典：Ultra-Patent 情報
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供すること。
【解決手段】 光源装置３は，指向性の強い LED４と，この光源からの照
射光を反射させる反射面を内部に有する反射フード７と，LED４からの照
射光を所定の方向へ偏向させる一対の第１，第２の光偏向反射板９A，９B
とを備え，第１，第２の光偏向反射板９A，９B は，所定の長さおよび幅長
を有し表裏面が高反射率の板状体で形成されたものからなり，光源４は，
反射フード７に固定されて，第１，第２の光偏向反射板９A，９B は，反射
フード７の反射面と所定の隙間をあけ，且つ光源４の指向角零度を通る光
軸を間に挟んで互いに所定の隙間をあけ，すなわち光源に近接した隙間が
大きく，離れた方の隙間が小さくなるようにして，前記光軸に対してそれ
ぞれ所定の傾斜角度 α をなして配設されている（図３）。
【評価等級】 Ａ０
③ 面照明光源装置及びこれを用いた面照明装置（特開２００８―０２７８８６）
【課題】 この発明は，LED のような指向性の強い光源を用いても，LED
図４ 出典：Ultra-Patent 情報
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の放射方向の厚みを増大させることなく広い面積で均一な照明光を得るこ
とのできる面照明光源装置及びこれを用いた面照明装置を提供する。
【解決手段】 この発明は，指向性の強い発光源と，該発光源の放射方向
に放射面を有する導光体と，前記発光源に囲設されると共に前記導光体の
放射面以外の面を閉鎖するケーシングとによって構成される面照明光源装
置において，前記ケーシングと前記導光体の間の全体に設けられた内側反
射手段と，前記放射面に設けられ，前記発光源からの光を所定の割合で反
射させる放射側反射手段とを具備することにある。前記指向性の強い発光
源としては，一つの発光ダイオード若しくは複数の発光ダイオードからな
る発光ダイオード群である（図４）。
【評価等級】 ＡＡ
（２） サンコースプリング㈱
サンコースプリングは，１９６０年１１月に神奈川県横浜市に設立されてい
る。事業内容は，コンストンを主力製品として，ばね応用機器を設計製作
する他，電子機器用部品を開発生産している。これは，国内では自動車を
はじめコンピューターなどあらゆる分野に利用されている他，海外各国へ
も輸出され，躍進を続けている。
定荷重ばね「コンストン」とは，同社が開発した定荷重ばねの商品名で
ある。コンストンは，引き出しても，押しても，またそのストロークが長
くても，常に一定の力で往復するスプリングである。コンストンには大き
く，Ｃ型（ばねを引き出して使用する。ガイドレールがある用途に最適である。），
Ｎ型（回転力を発生し，ワイヤ等を巻き取ることができ，その張力を利用できる。
ワイヤで取り回しができるので，ガイドレールが無い用途に最適である。）の２つ
に分類される。
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コンストンは，予め設定された寿命に達するまで，出力の低下はない。
設定寿命を超えると材料に微細なクラックが発生し，そのまま使用を続け
るとクラックが次第に成長し，遂に破断する。使用中に出力が低下した時
は，寿命を迎えたことになる。
a. コンストン規格品
規格品，特注仕様品
b. ぜんまいユニット
c. 防塵安全カバー製品
d. ディスペンサー関連製品，たばこ前出しケース（１６アイテム用），４Ｆ×
４段たばこケース，ジョイント式ケース（たばこ用），ドリンク剤前出
しケース
e. バナー・ポスターリール関連製品
f. POP 関連その他の製品
ラインプッシャー，シングルフック用商品前出しばね，まいテル II 型，
ID カードホルダー落下防止用，まきとリール４型，ぜんまい式ワイヤ
巻き取り装置，コンベックス・コンストン，ラッピング・ポリッシン
表６ サンコースプリング㈱ 企業概要 ２０１１．１ 現在
設立 １９６０（昭和３５）年１１月
所在地 本社・工場：〒２２３―８５４０ 横浜市港北区綱島東５－１０－４１
資本金 ４５００万円
代表取締役 戸室安史
取引銀行 みずほ銀行，りそな銀行
事業内容 ばね応用機器の設計製作。電子機器用部品の開発生産。
精密機器製造
主要取引先 日本電気，富士通，日立，東芝，松下，三菱電機，セイコー
韓国・中国・香港他各国へ輸出
（注） 同社 Web サイト情報，インタビュー情報より作成
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グキャリヤ，両面加工研磨マシン専用治具
g. 金属，非金属
サンコースプリングのラッピング・ポリッシングキャリヤは現代の高度
情報化社会を支えている。携帯電話，パソコン，デジタルカメラなどの電
子機器に組み込まれる素材（人工水晶，石英，半導体，セラミック，磁気素材，
ガラス等）のラッピング，ポリッシング加工に適したラッピングキャリヤ
を各種製造販売している。
同社では特許担当者１名が一手に全社の知的財産事務を行い，経営トッ
プは知的財産戦略にはあまり意欲的でなく，今後は知的財産戦略の推進，
知的財産経営コンサルティングが必要であろう。
サンコースプリングの保有する特許は，Ultra-Patent によれば４３件が
確認できる。詳細は以下の通りである。
表７ サンコースプリング㈱の保有する特許 ２０１１．１ 現在
特許 ４３件 登録番号
サンバイザー
物品押出装置
陳列商品押出機構
テープ付商品押出機構
定荷重ばね装置
全輪駆動式遊戯走行車
ラッピング用キャリア
引戸自閉装置
商品前出し陳列装置
商品前出し器具及びこれを用いた商品前出し陳列装置研磨用
キャリア
昇降装置と昇降操作方法
自動巻込押具
変形率の大きな密着巻バネ式アクチュエータ
密着巻癖筒バネ装置
テレスコピックパイプ伸縮装置
テレスコピックパイプ装置
特開平０７―２５２７１３
特開平０７―２５０７４４
特開平０７―２４６１３７
特開平０７―２４１２２７
特開平０７―０６９５９０
特開平０７―０５９８９８
特開平０６―１２６６１４
特開２００９―０４１１７８
特開２００７―１３５８７５
特開２００５―２３７５６６
特開２００５―１２５４５４
特開２００４―１４１５１７
特開２００３―２２５８７４
特開２００２―３４００７２
特開２００２―３２３１９５
特開２００２―２１１８８６
特開２００２―１９５４８８
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上記４３件の特許のうち，Ultra−Patent による評価等級が付与されてい
るものは１８件あり，内訳は以下の通りである。
本稿では，任意に以下３つの特許事例を紹介する。
表７ サンコースプリング㈱の保有する特許（つづき）
登録番号
密着巻バネ式伸縮アクチュエータ
テレスコピックパイプ装置
コード巻き取り装置
ぜんまい装置
帯状シート掲示装置
ラッピング用キャリヤ
ばね駆動装置
速度調整式ぜんまいユニット
取替式帯リボン収納器
定荷重バネ昇降装置
巻バネユニット
出力調節式ゼンマイユニット
吊下商品押出器具
たるみ防止機構付巻取装置
物品押出具
筒バネ伸縮押出装置
物品押出装置
長尺体引出巻取装置
テープ巻取装置
吊下商品押出具
ワンタッチ結束具
筒状体伸縮装置
商品押出型陳列器具
商品吊下型陳列器具
商品吊下型陳列器具
陳列商品押出装置
サンバイザー
物品押出装置
陳列商品押出機構
テープ付商品押出機構
定荷重ばね装置
全輪駆動式遊戯走行車
ラッピング用キャリア
特開２００１―１６５２１７
特開２００１―１６３５８８
特開２００１―０８９０３７
特開２００１―０１０７７１
特開２０００―３１０９６２
特開２０００―２７１８５８
特開２０００―２４７５８２
特開２０００―１３０００４
特開２０００―１１２３６４
特開平１１―２６８８８９
特開平１１―２５７３９９
特開平１１―２４１５５８
特開平１１―１９２１４０
特開平１１―１７１４０８
特開平１０―０３３３２０
特開平０９―３０１６８８
特開平０９―２２４７８９
特開平０９―２０２５９１
特開平０９―１９６６０２
特開平０９―０６５９５６
特開平０９―０３２８１２
特開平０９―２８１５７４
特開平０８―２１５０００
特開平０８―１４０７９０
特開平０８―１３１３０２
特開平０８―０３８３１５
特開平０７―２５２７１３
特開平０７―２５０７４４
特開平０７―２４６１３７
特開平０７―２４１２２７
特開平０７―０６９５９０
特開平０７―０５９８９８
特開平０６―１２６６１４
（注） Ultra-Patent 情報により作成。
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① 商品前出し陳列装置（特開２００７―１３５８７５）
【課題】 押し板とレール部との摩擦抵抗の軽減を図る。
【解決手段】 商品４の押し出し方向に沿って形成されるレール部２と，
表８ サンコースプリング㈱ 特許・評価等級
図５ 出典：Ultra-Patent 情報
評価等級 件 数
ＡＡ
Ａ＋
Ａ０
Ａ－
Ｂ＋
Ｂ０
Ｂ－
Ｃ
１
１
８
１
７
（２０１１年１月時点）
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レール部２に摺動可能に係合する押し板１０と，巻きぐせが付けられた渦
巻状の巻回部を有する板ばねであって押し板１０をレール部５に沿って商
品４の押し出し方向へ付勢するばね１１とを有し，ばね１１の巻回部が押し
板１０の商品４と対面する側とは反対側の部分に配置されると共に，巻回
部から引き出されたばねの一端部がレール部５の商品４の押し出し方向の
端部又はその近傍部に固定されてなる商品前出し陳列装置１であって，ば
ね１１のレール部５に対して上方に向かって働く圧力を利用して，押し板
１０を上方へ押し上げる手段を具備する（図５）。
【評価等級】 Ｃ
② 商品前出し器具及びこれを用いた商品前出し陳列装置（特開２００５―
２３７５６６）
【課題】 商品の巾により使用が制限されない商品前出し陳列装置及びこ
れに用いられる商品前出し器具を提供すること。
図６ 出典：Ultra-Patent 情報
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【解決手段】 ケースの対向する側壁の内面に縦方向に溝部を多数設ける。
レール上を摺動する押し板とバネとより成る商品前出し器具を作り，前記
レールの両端に一対の係止ピンを取付ける。
この商品前出し器具の係止ピンを前記ケースの溝部に挿入して該商品前出
し器具をケース内に取付けて巾変更可能型の商品前出し陳列装置を構成す
る（図６）。
【評価等級】 等級は付与されていない。
③ 商品吊下型陳列器具（特開平０８―１３１３０２）
【目的】 商品をシングルフックから抜き出すときに異音が発生せず，ま
た商品数が少なくなっても商品の取り出しが容易で，その見栄えも良く，
更には長いシングルフックにも対応できるバネ利用の商品吊下型陳列器具
を提供する。
【構成】 シングルフック２は，水平部２a 先端側に商品落下防止部２b を
有している。
商品押出具１０は，前記シングルフック２に外挿することで，摺動自在に取
付けられている。板状バネ２０は，いわゆる定荷重バネで，基部が商品押
図７ 出典：Ultra-Patent 情報
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出具１０に収納されていると共に，その先端が商品落下防止部２b の腹部側
に固定されている。これにより，商品押出具１０は，板状バネ２０の収縮力
にて先端側に移動可能となって，シングルフック２に吊り下げられた商品
を前方に押し出すことができる。また，板状バネ２０は，シングルフック２
の下側に沿うように設けられるので，見栄えが良い（図７）。
【評価等級】 ＡＡ
（３） 英弘精機㈱
英弘精機は１９２７（昭和２）年に創業し，東京都渋谷区に本社をもつ。２００７
年で８０周年となった。事業は，「気象・環境」の科学的な計測から始まっ
た。今日ではリモートセンシング，太陽光発電性能評価測定，放射・分光
計測を柱に，産業に密着した製品開発へと発展。「物性・分析」では，先
進的かつ信頼性の高い海外製品はもとより，自社製品の開発にも力を注い
表９ 英弘精機㈱ 企業概要 ２０１１．１ 現在
設立 創業：１９２７（昭和２）年 設立：１９４０（昭和１５）年５月
所在地 本社：〒１５１―００７３ 東京都渋谷区笹塚２－１－６笹塚センタービル
関西営業所：〒５３２―００１２ 大阪市淀川区木川東３－１－３１（大桜ビル）
海外事業所：EKO INSTRUMENTS USA INC. 95 South Market Street, Suite
300San Jose, CA 95113
EKO INSTRUMENTS EUROPE B.V. Middelstegracht 87H, 2312
TT Leiden, The Netherlands
資本金 ４０００万円
代表取締役 長谷川壽一
取引銀行 三菱東京 UFJ 銀行，みずほ銀行
事業内容 理化学機器，計測機器，光学機器の製造および輸出入販売
主要取引先 仕入先：チノー，江藤電気，SII ナノテクノロジー，PC テクノロジー，
HAAKE，Lasercomp
販売先：気象庁，日本気象協会，産業技術総合研究所，東京大学，千葉大学，
豊田通商，本田技術研究所，住友化学，三菱化学
（注） 同社 Web サイト情報，インタビュー情報より作成。
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でいる。現在の事業内容は，理化学機器，計測機器，光学機器の製造およ
び輸出入販売である。
今後は，光計測を核として，飛躍的な技術革新が期待できる太陽光発電
に携わることで光と電気が結びついた技術を高め，さらにほかの分野への
技術転用を図り，新たな市場を創出すること，そして自社製品の輸出を強
化し，次の成長ステップを目標にしている。２００７年には米国に EKO USA
社，さらに２００８年４月，オランダに EKO EUROPE 社を設立した。そし
て，「気象・環境・新エネルギー」「物性・分析」とサービス・ソリューシ
ョンを担う「TC・CS センター」の総合力を活かして，“地球環境保全と
温暖化防止”活動に貢献できる企業を目指している。
表１０ 英弘精機㈱の保有する特許 ２０１１．１ 現在
特許 ５２件 登録番号
磁場印加型レオメーター
光照射装置
光照射装置
太陽電池の特性計測装置，太陽電池の特性計測方法
光量制御装置，ソーラーシミュレータ
日射計
太陽光発電システムの異常検出装置
センサーユニット，太陽電池の特性評価システム
太陽電池の特性評価用の情報処理装置，太陽電池の特性評価
用プログラム，太陽電池の特性評価システム
光学調整装置，光源装置，太陽電池の特性計測システム
分光ユニット，気象観測ライダーシステム
日射計測システム，日射計測用のプログラム
シャドウバンドを備える気象観測装置による改良された散乱
気象量の測定方法
太陽電池の特性評価装置
樹脂粘弾性測定装置及び樹脂粘弾性測定方法
光触媒層を設けた日射計
日照検出装置及び該日照検出装置を用いた電動
ブラインドの制御装置
複数の光学的特性を有する光学フィルタと気象観測への応用
特開２０１１―００７５０９
特開２００９―３０２１０４
特開２００９―２３１３８４
特開２００９―２１８２９８
特開２００９―２１８００９
特開２００９―１６２５０８
特開２００９―０３２７４３
特開２００８―２０２９６２
特開２００８―０９８２５２
特開２００８―０３２５４９
特開２００８―０２６１２７
特開２００８―０１４９３９
特開２００８―００３０４０
特開２００７―３１１４８７
特開２００７―２２５３０２
特開２００７―１３２７３０
特開２００７―１０１５０１
特開２００６―０２３３３０
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表１０ 英弘精機㈱の保有する特許（つづき）
登録番号
分光装置を備える暴露試験装置システムおよび携帯型分光装
置
熱電堆パターンを備える気体センサ
熱流センサー及びその製造方法
複数の量子型センサーを利用した日射計，当該日射計を用い
た日射強度の算出方法，並びに当該算出方法を実行する
ためのプログラム
気象観測ライダーシステム
気象観測装置
熱伝導率測定方法，測定装置及び断熱材の製造方法
自然光の分光放射量の測定方法及びその分光放射計
UV-B 放射量の測定方法及びその放射計
表皮材でラップした断熱材の熱伝導率測定装置及びその方法
自己校正式日射計
屋外赤外放射測定方法及びその放射計
コンデンサー負荷方式太陽電池 I・V カーブトレーサー
紫外線計
平板直接法に依る熱伝導率測定装置
高速応答グロ－ブ温度計
熱環境測定方法及び熱環境指数計測器
大気混濁度計の検定方法
熱流計センサー及びその製法
太陽電池等の効率，特性の測定方式
プロセス制御用熱流測定方法及びその装置
実装されたプリント配線板の検査方法およびその装置
直達日射量測定方法及びその装置
連続分光測定方式
熱抵抗の測定方法
分光型全天日射計
保温材の熱伝導率測定装置
熱電堆の製造法
高感度日射計
太陽電池を利用した日射計
厚い試料の熱伝導率の測定法
放射熱量監視装置
放射熱量計測方法およびその装置
大気安定度演算装置
特開２００５―２０７９０９
特開２００５―１８３７９５
特開２００４―０３７０９７
特開２００３―２５４８２３
再公表０３―０７３１２７
特開２００２―１７４６８５
特開２００２―１３１２５７
特開平０８―２７８２０１
特開平０８―２１９８７９
特開平０７―２０９２２２
特開平０５―２３１９３２
特開平０４―１１３２３４
特開平０２―１５９５８８
特開平０２―０６１５２４
特開平０１―１６９３４６
特開昭６３―２２５１３３
特開昭６３―１７３９８９
特開昭６２―２０３０４５
特開昭６２―０９６８３１
特開昭６１―１１８６７１
特開昭６０―１２２３３５
特開昭５９―２２５３７０
特開昭５９―０５１３１３
特開昭５８―０２８６５２
特開昭５７―０５０６４７
特開昭５６―１５０３７３
特開昭５６―１３５１４６
特開昭５６―０７２３２１
特開昭５６―０１８７８２
特開昭５６―０１８７３１
特開昭５４―０８４７８０
特開昭５４―０６１５８６
特開昭５４―０６１５８５
特開昭５３―１０８４８６
（注） Ultra-Patent 情報により作成。
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同社の品質方針は自社の製品が世界に通用し，一流の製品として認めら
れるよう，以下のように定めている。
１．顧客の満足
それぞれの顧客の満足する品質を維持し，納期を守ることを第一に優先
し，品質管理を徹底します。
２．新しい技術の開発
進取の気風を重んじ，常に意欲的に新しい技術開発に取り組み，品質向
上の為の改善，改良を実行します。
なお，同社は１９９８年７月に ISO9001（品質マネジメントシステム），２００６
年９月に ISO14001（環境マネジメントシステム）の認証をそれぞれ取得した。
従業員は圧倒的多数が理系大学の出身者であり，社内で知的財産管理も
行われている。英弘精機の保有する特許は，Ultra-Patent によれば５２件
が確認できる。詳細は表１０の通りである。
上記５２件の特許のうち，Ultra-Patent による評価等級が付与されてい
るものは２５件あり，内訳は表１１の通りである。
ここでは，任意に以下３つの特許事例を紹介する。
表１１ 英弘精機㈱ 特許・評価等級
評価等級 件 数
ＡＡ
Ａ＋
Ａ０
Ａ－
Ｂ＋
Ｂ０
Ｂ－
Ｃ
７
４
１４
（２０１１年１月時点）
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① 太陽電池の特性評価装置（特開２００７－３１１４８７）
【課題】 太陽電池の故障診断をより詳細に行うこと。
【解決手段】 本発明の太陽電池の特性評価装置は，太陽電池の電流－電
圧特性を計測する計測部（３０，３６，３８，４０，４２，４４，４６，４８，５０）と，上記計
測部によって計測された上記電流－電圧特性を所定の基準状態に換算する
換算部（３０）と，複数の基準特性を記憶するメモリ（５２）と，上記基準状
態に換算された上記電流－電圧特性と，上記記憶部から読み出した上記基
準特性のそれぞれとを比較し，上記 I－V 特性がいずれの上記基準特性に
最も近似するかを判定する判定部（３０）と，を備える。上記判定部による
上記判定の内容を表示する表示部（３４）を更に備えることも好ましい（図８）。
【評価等級】 等級は付与されていない。
図８ 出典：Ultra-Patent 情報
太陽電池表面温度，
日射計，外気温度，
リファレンスセル
PC or USB
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② 太陽電池の特性計測装置，太陽電池の特性計測方法（特開２００９―２１８２９８）
【課題】 ステップ法を用いた太陽電池の特性計測に適した計測技術を提
供すること。
【解決手段】 光源と計測ユニットとを用いた太陽電池の特性計測方法で
あって，(a)光源を制御することによって前記レーザ光の照射を開始させ，
(b)太陽電池から複数の計測データを取得する処理を開始し，(c)レーザ光
の照射が開始してから一定時間が経過した後に，計測データをメモリに格
図９ 出典：Ultra-Patent 情報
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納する処理を開始し，(d)一定時間の経過後に取得した計測データの数が
一定値に達したか否かを判定し，(e)計測データの数が一定値に達したこ
とに対応して，光源を制御してレーザ光の強度をステップ状に変化させ，
(f)レーザ光の強度の変化後に取得した計測データの数が一定値に達した
か否かを判定し，(g)計測データの数が一定値に達したときに，計測デー
タをメモリに格納する処理を終了する，太陽電池の特性計測方法である
（図９）。
【評価等級】 付与されていない。
③ 分光装置を備える暴露試験装置システムおよび携帯型（特開２００５―
２０７９０９）
【課題】 暴露試験装置に利用される光源の劣化をより精度よく監視でき
図１０ 出典：Ultra-Patent 情報
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るようにした暴露試験装置システムを提供することである。
【解決手段】 光源を備える暴露試験装置と，前記光源の劣化を監視する
分光装置と，を備える暴露試験装置システムであって，前記分光装置が，
前記光源からの光を取り込む入射窓と，前記入射窓に光学的に接続された，
多波長分解機能を有する分光ユニットと，を備え，前記分光装置が，前記
暴露試験装置内に配設される，暴露試験装置システムを開示する（図１０）。
【評価等級】 Ｂ－
７． 中小・ベンチャー企業の知的財産戦略と知的財産評価
我が国産業の国際競争力強化と経済の活性化の観点から，知的財産の重
要性が高まり，政府としても「知的財産立国」の実現に向け各種取り組み
を実施している。
しかし，中小・ベンチャー企業の特許出願件数は年間約４万件程度（特
許行政年次報告書２００７年版）と全体の約１割であり，中小・ベンチャー企業
における知的財産戦略は十分とは言えない。多くの中小・ベンチャー企業
は，その保有する技術を大企業の下請け生産のためにのみ用いるのではな
く，将来は独自の開発製品を市場に出し，重要な知的財産を事業に独占的
に活用して成長することが本来の姿である２１）。
（１） 大企業と中小・ベンチャー企業の知的財産戦略の比較
前節６「中小・ベンチャー企業の知的財産に関するケーススタディ」に
おける調査をふまえ，大企業と中小・ベンチャー企業の両者の知的財産戦
略等の比較を行った結果は表１２の通りである。大企業と中小・ベンチャ
ー企業の両者の特許戦略を比較した場合，あらゆる面で両者の差異は大き
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い。その原因としては，以下の項目があげられる２２）。
a．特許に対する経営者，従業員の認識・意欲の差
b．発明発掘の可能性・チャンスの差
c．発明の質の差（技術開発力，異なる技術分野のリンク）
d．発明の出願化（実行力の差，会社規模に対する出願数の過小性）
e．発明の特許性，権利化の可能性の差（技術力，明細書の良悪，先行技術
や他社特許の動向の調査能力，事業の継続性，資金力等）
表１２ 大企業と中小・ベンチャー企業の知的財産戦略の比較
大企業 中小・ベンチャー企業
知 財 戦 略
総合的，包括的な知財戦略
特許マップの作成
他社の動向の調査・分析
人員不足（技術者，特許担当者）
特許マップの未整備
経営者（社長）の嗜好性が優先
出 願 地 域 国内，国外 国内中心，国外
出願の特徴
開発進度に応じた出願，権利化
アイデア～製品直結
発明発掘に注力
ノウハウ～大発明
計画的，効率的
１つの技術に複数件の特許出願
多面的な特許取得
（理由：技術の細分化，複雑化
異分野の複合化の傾向）
権利を守る為の費用小
包括的技術の中の位置付けなし
計画性欠如，非効率的
１つの技術に１件の特許出願で満足
発明が単発的
発明が即物的，現実的
出 願 計 画 継続的計画，３年計画，１０年計画 継続的な出願せず，計画性の欠如
出 願 件 数
ノルマ制，報奨金制度の活用
防衛出願
利益推定に基づく権利化
アウトソーシングの活用・省力化
出願件数は確保できず
出 願 管 理
均一性（年間にムラがない）
テーマの設定
（例：地球環境に優しい
省エネ，健康指向，安全性）
企業／ブランドイメージ維持・向上
重要度ランク付（手間費用の軽減）
出願は後回し
（製品の完成，販売が優先→
公知化→後で出願しても拒絶）
高額な外国出願は困難
（独自に作成）
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f．取得した権利の広さの差（発明の価値判断，明細書の良悪，特許件数等）
g．取得した権利バランスの差（特定の分野，時期に集中する傾向）
h．継続性の差（企業の永続性）
i．資金の有効活用（大企業における知的財産関連費用は売上高の３～６％に
相当）
（２） 中小・ベンチャー企業の知的財産アライアンス
中小・ベンチャー企業は，知的財産を活用した経営，すなわち知的財産
経営を行うことにより，同業他社の市場参入を阻止し，結果として，製品
利益率の向上や大企業を含む他の企業に対する交渉力の強化が可能になる。
知的財産に関する提携（知的財産アライアンス）では，新しい知的財産創出
の提携（研究開発ステージ），既出の知的財産を活用・事業化するための提
携（生産・販売ステージ）に分類される。特に，後者ステージにおけるアラ
イアンス形態は，①権利譲渡型，②ライセンスアウト型，③地域ライセン
ス型（権利のエリア限定行使），④クロスライセンス型に分類される。アラ
イアンスの型は知的財産評価に影響を与えると考えられる。
知的財産経営は複数の特許権（特許ポートフォリオ），特に必須特許（必
須不可欠に実施せざるを得ない特許）を複数取得することによって参入障壁
（自社技術による独自障壁）を形成し，有望マーケットに対して最初に投資
して得た地位を保全する経営手法である。ただし，参入障壁には独自障壁
だけでなく移動障壁も存在することに留意すべきである。知的財産経営が
実践されれば，マーケットの伸張期に同業他社や大企業の参入を許すこと
はない。
日本の中小・ベンチャー企業経営の問題点は，知的財産経営の連鎖の重
要性に対して理解が不足しているため，特許出願費用を単なるコストと考
え，可能な限りこれを節約する傾向にあることである。本来，特許ポート
フォリオの形成のための特許出願費用は，将来のビジネスを守るための参
成城・経済研究 第１９２号 （２０１１年３月）
― ―８４
入障壁を築くための設備投資と考えるべきであり，この投資をすることに
よって，ビジネスの規模・収益性ともに根底から変わると認識すべきであ
る。そして，中小・ベンチャー企業では，外部専門家による知的財産経営
コンサルティングが必要となる。
本研究のケーススタディとしてとりあげた３社については，１つの特許
権の周囲を含む複数の特許権，必須特許を複数取得することによって参入
障壁を形成しており，知的財産経営を目指して発展を続けているといえよ
う。
８． 結び
中小・ベンチャー企業の知的財産に関わる戦略と評価は必ずしも十分と
はいえない。例えば，研究開発投資などのための特許マップは，自社のも
のは持っているものの，事業戦略と絡めて他社の特許を分析している会社
はごく少数である。M&A などのオープン・イノベーションを成功につな
げるには，その意義や目的，位置づけを戦略策定時までに明確にすること
が不可欠である。しかし，多くの企業がこれらを明確にせずにアライアン
ス，M&A や技術導入した結果，失敗に終わる。
中小・ベンチャー企業は，MBA/MOT/MIP の３つのマネジメントの深
化，必須特許の複数取得（必須特許ポートフォリオ）と参入障壁の形成と第
一投資者としての地位保全，知的財産経営の連鎖への理解，外部の専門家
による知的財産経営コンサルティングの取り組みに注力し，常に知的財産
戦略と知的財産評価の一体的な推進と課題を明らかにする努力が必要とな
ろう。
（注） 本稿は成城大学特別研究助成による研究成果である。
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